
東温市事務事業評価シート　令和２年度実施事業対象

№ ― 1

平成 28 年度 ～

単位 令和 元 年度 令和 2 年度 令和 3 年度

目標

実績

目標

実績

目標

実績

① ④

② ⑤

③

費

元 2 3

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

4 3 2 3

4 3 3 3

今後の方向性 拡大・充実

項目 評　　価　　項　　目　　の　　説　　明　（一次評価者のコメント）

災害時における死亡率が高い避難行動要支援者の安全を確保するため、必要性が高い事業です。

有効性
法改正やガイドライン改正をふまえ、社協に一部委託している個別避難計画の作成に関する業務の見直しや、福祉避難所の体制整備の変更に
ついて検討する必要があります。

達成度

社会福祉課長
総　合
評価点

全体事業費(Ａ＋Ｂ) 13,782 16,345 12,936

Ａ 必要性 有効性

臨時職員工数・経費 0.025 50 0.000 0 0.000 0
人件費(Ｂ)

正職員工数・経費
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一次評価者 社会福祉係
総　合
評価点

Ｂ 必要性 有効性 達成度 効率性

当面の
課　題

法改正等により、優先度の高い避難行動要支援者の個別避難計画作成について市町村の努力義務となりましたが、自治会や民生委員等の聞き
取りによって行われている個別避難計画の作成との住み分けをすることが課題です。また、ガイドライン改正を受け、福祉避難所の今後の体制整
備について方針を定めることが課題です。

効率性
個別避難計画の作成に関する福祉専門職との連携強化や、福祉避難所の体制整備の変更について、先進的な自治体のノウハウを活用できると
考えています。

改　革
計　画

個別避難計画の作成について、福祉専門職との連携を強化します。福祉避難所については、各福祉避難所施設と協議を行い、今後の方針を定
めます。

今後の方向性 拡大・充実

最終的には名簿に係る全ての避難行動要支援者について個別避難計画を作成する必要がありますが、令和3年度時点では約40%に留まります。

必要性

達成度 効率性

二次評価で
の指摘事項

地域での支援体制の構築を推進するため、自主防災会や福祉関係者への説明会等積極的に取り組んでいます。
引き続き名簿登載者の同意率の向上を図るとともに、個別避難計画の作成を推進する必要があります。

二次評価者

その他特定財源 0 0 0

一般財源 8,926 #REF! 6,815

0.744 4,643 0.880 5,496 0.800 4,963

計(Ａ) 9,089 10,849 7,973

予算費目 会計 一般会計 費目名 避難行動要支援者事業

直接事業費

令和 年度決算 令和 年度決算 令和 年度予算 備　　　　考

国・県支出金 1,923 #REF! 1,158

地方債 0 0 0

最終目標

名簿提供同意率
平時から、地域が避難行動要支援
者の情報を把握するため

％
- - 75 100

71 74

個別避難計画作成率
災害時の避難支援を実効性のある
ものとするため

％
- - 43 100

34 32

指標名

公的関与

964-4406 メールアドレス syakaifukushi@city.toon.ehime.jp

１ 地域福祉活動推進体制の整備

事業区分

事業の目的
高齢者や要介護認定者、障がい者、難病患者など、災害時に自ら
避難することが困難な避難行動要支援者の安全を確保するため。

根拠法令等 災害対策基本法

総合計画 政策目標 １ みんなが元気になる健康福祉のまち 政策項目 ２ 地域福祉体制づくりの推進

008 1026 事務事業名

主要施策

該当 事業期間

計算式又は指標設定理由

期間設定なし

避難行動要支援者支援事業

災害時における避難行動要支援者の支援体制を整備します。

Ｄ
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Ｌ
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Ｎ

事業の手段 掲載計画 東温市避難行動要支援者支援プラン（全体計画）

活動内容

課　　名 社会福祉課 係　　名 社会福祉係 電話番号

経常的事務事業 事業運営方法 一部委託 実施計画

避難行動要支援者に同意確認をし、同意者の名簿を避難支
援等関係者に提供する。

個別避難計画の作成推進（一部社協委託）

福祉避難所の新規指定及び資器材整備

達成度を
測る指標


